
：

：

： 令和 3 年 11 月

： 令和 3 年度 令和 13 年度

 ※複数の市場を有する事業にあっては、市場ごとの状況が分かるよう記載すること。

１．事業概要

（１）

人

（２）使　用　料　形　態　

※取扱い種別、施設ごとの状況が分かるよう記載すること。

～

策 定 日

事　業　形　態

計 画 期 間

法適（全部適用・一部適用）

非 適 の 区 分

事 業 名

団 体 名

長崎県地方卸売市場長崎魚市場事業経営戦略

長崎県

長崎県長崎魚市場運営費（特別会計）

法非適 事 業 開 始 年 月 日 平成元年9月2日

使 用 料 改 定 年 月 日

（消費税のみの改定は含まない）
令和3年4月1日

職 員 数 4 市 場 種 別 区 分 地方卸売市場

平成23年度～令和5年度

（再整備中）
次 回 再 整 備 予 定 年 度 －

該当なし

前 回 の 移 転

又 は 再 整 備 年 度

施 設 使 用 料 の

概 要 ・ 考 え 方

民 間 活 用 の 状 況

売 上 高 割 使 用 料 の

概 要 ・ 考 え 方

広 域 化 実 施 状 況

 ア　民間委託

 イ　指定管理者制度

平成16年4月から施設管理及び運営業務を

（一社）長崎魚市場協会へ委託

該当なし

該当なし

　条例に基づき、卸売業者より徴収しています。売上高割使用料の金額は、売上金額の

3.8/1000と定めています。

　条例に基づき、卸売業者及び仲卸買受人等より施設ごとの単価に基づき算出した使用料を

徴収しています。

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ
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（３）現在の経営状況

年度

H30

R１

R２

年度

H30

R１

R２

有 形 固 定 資 産 原 価 償 却 率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
　H30

32,501

33,196

28,726

　R2

99.9%

70.1%

他 会 計 補 助 金 比 率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
　H30

経 常 収 支 比 率

（ 又 は 収 益 的 収 支 比 率 ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

　H30

経 費 回 収 率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
　H30

年間取扱高

（t）

※過去３年度

分を記載

野菜

年間税込

売上高

（百万円）

※過去３年度

分を記載

野菜

企業債残高 対料金収入 比率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
　H30

水産物

118,531

100,897

92,983

果実

果実 水産物

118,531

100,897

92,983

　R1

　R1

　R1

　R1

32,501

33,196

28,726

【経常収支比率： 総収益／（総費用＋地方債償還金）】

　　　経常費用が経常収益でどの程度まで賄われているかを示す数値で、100%以上が望ましいとされています。

　　　令和2年度の経常収支比率は、99.9%となっています。

【経費回収率： （料金収入＋その他営業利益）／（営業費用＋営業外費用＋地方債償還金）】

　　　経営状況の健全性を示す数値で100%が良いとされています。

　　　本県では令和2年度76.8%と前年度の73.4%から改善しています。

【他会計補助金比率： 繰入金／（総費用＋地方債償還金）】

　　　他会計繰出金への依存度を示す数値で、低い方が良いとされています。

　　　令和２年度は28.3％となっており、今後も減少に向けた取組を検討していきます。

【有形固定資産減価償却率： 有形固定資産減価償却累計額／有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価】

　　　資産の老朽化の程度を示すもので、高いほど老朽化が進んでいるとされています。

　　　現在、高度衛生管理型市場整備事業を実施中であり、旧施設の解体及び新施設の建築が続いているため、

　　　事業実施中の間は記載を省略いたします。

【地方債残高対料金収入比率： 地方債償還金残高／料金収入】

　　　料金収入に対する地方債償還金残高の割合を示す数値で、低いほど良いとされています。

　　　地方債については、平成30年度と令和元年度に借入れを行ったため、令和２年度は56.6％となっています。

99.9%

76.8%

28.3%

-

56.6%

100.1%

73.4%

26.7%

-

63.9%

　R2

　R2

　R2

　R2

27.5%

-

59.5%

　R1

肉類・鳥類・卵類

肉類・鳥類・卵類

その他

その他 合計

合計
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２．将来の事業環境

（１）

（２）使用料収入の推移と見通し

取扱高（ｔ）の見通し

　長崎魚市場の使用料収入は減少傾向にあり、平成元年の移転後から現在まで、使用料収入全体は平成2年の275,455千円が

ピークであり、その後、近年の使用料収入額を見ると、平成23年度の176,827千円から令和2年度は147,091千円へ減少しま

した。

　使用料収入は、受託物使用料及び施設使用料から構成されます。平成30年度から令和2年度までの3年間の実績を基準とし

た10年後の使用料収入は、新たな施設整備により確保しようとしているものも含め、以下のとおり見込んでいます。

　受託物使用料：令和13年度　97,200千円（26,963千円増）

　施設使用料　：令和13年度　82,049千円（3,096千円減）

　受託物使用料は、高度衛生化荷捌施設の整備に伴う効果により、輸出の増加や集荷増、魚価の向上が見込めることから

38.4％増となる見込です。

　施設使用料は、新たな使用料確保(高度衛生管理使用料等)を図る一方で、既存施設や使用者の減少もあることから、3.6％

減となる見込みです。

　長崎魚市場は、平成元年の現在地への移転以降、平成2年の22万9千トン、90,469百万円の水揚量・水揚額をピークに、以

西底曳網漁業の減船や、まき網漁業等の漁獲減、輸入水産物の取扱高減等により減少してきましたが、平成16年以降は約12

万トン前後と水揚げは横ばいで推移しております。主力となっているまき網漁業は5～6万トンの水揚げを維持してきました

が、近年は減少傾向にあります。

　移設後、32年が経過し施設の老朽化が顕著となり、鳥獣被害、日射等による漁獲物品質低下への対応が遅れていたことか

ら、閉鎖型の高度衛生管理型魚市場への転換を図り、消費者が求める安心・安全な水産物を供給できる体制を整備すること

により集荷増大及び単価向上を図るとともに、輸出の増大にも取り組み、令和13年度には水揚数量12万トン、金額355億円

まで回復する見通しとしています。
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（３）

（４）

３．経営の基本方針

組織の見通し

施設の見通し

　平成23年度から高度衛生化荷捌き施設の再整備を実施中（令和5年度完成予定：進捗状況69％）であり、法令に基づく保

守点検に加え、適正な運営が図られるよう設備等の点検を適宜、実施します。

　また、仲卸売場棟や関連商品売場棟は老朽化が進んでいることから、不具合が生じた場合は必要性や費用対効果を考慮

し、計画的かつ効果的な修繕を行ってまいります。

　高度衛生化荷さばき施設の再整備に伴い、新施設を含めた管理業務が増加することが予想されるため、事務の見直しや業

務改善化に取り組むとともに、市場管理業務は卸、仲卸業者等の営利活動と直結し、深夜、早朝に作業のピークが到来する

特殊性があるため、そのノウハウを的確に継承する体制の確保が必要となります。

　他市場の効果的な運営方法等の情報収集に努め、必要な業務見直しを重ねることにより、より効率的な運営を図ります。

　長崎魚市場が、生鮮水産物等の流通拠点としての重要な役割を担い、県民及び国民から高い評価を受け、将来に亘りその

地位を維持・確保するために、次のとおり基本方針を定めます。

　①産地間競争力の強化、推進

　②安全、安心なブランドとして魚価向上

　③中国をはじめとする東アジアへの輸出の拡大

　④特別会計の健全化　（集荷力向上等による歳入増加及び修繕費等減少による歳出減少）
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１）投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　投資以外の主な経費は、市場施設の管理業務委託費、用地占用料、市町村交付金（長崎市）となっており、引き続き、市

場関係者と連携強化を図りながら、効率的な市場運営を行います。

　さらに長期的な経費削減に向け、老朽化した施設の廃止・解体等による管理資産の縮小化を進めます。

目 標

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標

①　収支計画のうち投資についての説明

　新施設整備が令和5年度に完了した後の大規模投資の実施予定はありません。

　なお、新施設以外の旧施設※（平成元年度開設（32年経過））については、老朽化の状態を踏まえ、計画的、効率的な施

設の修繕を行い、施設の使用状況や必要性を勘案したうえで、解体・撤去により管理資産縮小を図り、長期的な経費削減に

努めます。

　※関連商品売場棟、仲卸売場棟、現場詰所、新活魚センター　等

　

　＜参考＞

　・老朽化が激しい関連商品売場棟の屋根の修繕は、時期・工法等を検討し計画的に実施

　・現場詰所、新活魚センター等については、老朽化の状況を踏まえ、使用者と調整したうえで適切な時期に解体、撤去

　・仲卸売場棟や関連商品売場棟は、利用方法や有効活用策について検討し、必要に応じて改修

・卸売業者と連携し市場の魅力向上に努め、取扱高及び使用料収入の増加を図ります。

・施設整備に伴う新たな使用料の新設や既存施設の有効利用を図り、収益確保に努めます。

　（取扱量：R2　9万トン、287億円　⇒　R13　12万トン、355億円）

　（使用料収入：R2　1億４千万円　⇒　R13　1億8千9百万円）

　（一般会計繰入金：R3（予算）6,148万円　⇒　R13　5,344万円）

  安全・安心で高品質な水産物を安定供給していくためには、市場の荷揚げ、取引、出荷機能を維持するための施設の維持管

理が必要であり、その財源確保に向けた取組が必要になります。

　長崎魚市場の主な財源である受託物使用料、施設使用料のうち、受託物使用料については、卸売業者と連携し、高度衛生

化荷さばき施設整備により期待される他の市場との差別化を活かした集荷増大に努めます。

　また、製氷施設（シャーベット氷）等の鮮度保持施設整備を充実し、魚価の向上等による受託物使用料増加とともに、高

度な衛生条件が求められる水産物輸出の拡大を進めます。

　さらに、事務室や売場等の空室をなくすことにより、施設使用料を最大限確保するとともに、使用料を新設し新たな収入

の確保に努めます。

　加えて、施設整備に伴う市町交付金の一次的増大による一般会計からの繰入金増大や、仲卸売場棟施設の改修に伴う起債

の償還については、計画的な返済を行うとともに、今後さらなる一般会計繰入金の減少に努めます。

　＜使用料新設の例＞

　・新施設事務室、現場詰所使用料

　・高度衛生管理使用料

計画的、効率的な施設修繕を行うことにより、経費の平準化に努めます。
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（３） 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

管 理 運 営 費

職 員 給 与 費

そ の 他 の 取 組

繰 入 金

資 産 の 有 効 活 用 等 に よ る

収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

委 託 料

投 資 の 平 準 化

広 域 化

そ の 他 の 取 組

使 用 料

企 業 債

－

　集荷増大、魚価向上、水産物輸出の拡大、事務室や売場の空室ゼロにより、受託物使用料

及び施設使用料の増加を図ります。

平成30年から2年間行った仲卸売場棟修復工事の起債について、計画的・効率的な返済に努

めます。

　一般会計に依存しない経営が望ましいものの、老朽化が進む施設の維持管理や改修等が増

加するため、一般会計からの繰入が必要です。

－

－

　施設の維持管理に係る委託費については、内容を精査し、計画的かつ必要最小限となるよ

うに努めます。

　施設の修繕は、緊急性や安全性を考慮し必要最小限の範囲で実施し、備品購入やその他の

管理費についても適切な支出に努めます。

　施設整備計画や事業規模に応じた職員配置と事務効率の向上を図り、適正な職員配置を行

います。

※投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。

　また、 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に

向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

民 間 活 用

－

　広範囲から高鮮度の集荷に努め、現状を維持します。

　市場施設の効果的かつ効率的管理のために、指定管理者制度の導入に向け、優良事例等の

資料収集に努めます。

　法令により義務付けられた管理項目、また安全な運営のために必要な施設整備は、随時対

応しますが、その他の投資については、費用対効果を考慮のうえ、計画的な投資に努めるこ

ととし平準化を目指します。
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５．公営企業として実施する必要性など

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

事 業 の 意 義 、 提 供 す る

サ ー ビ ス 自 体 の 必 要 性

公営企業として実施する

必 要 性

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、

改 定 等 に 関 す る 事 項

　長崎魚市場は、全国有数の産地市場であり県内をはじめ、全国へ「水産県ながさき」の新

鮮な水産物を安定供給する役割を担っており、高度衛生化施設整備により、さらにその重要

性が増すと考えられることから、安全安心な水産物の流通拠点として不可欠な事業です。

　水産物の安定供給や適正な市場価格を形成する役割を担っており、公的な機能を有する流

通拠点として、市場の公平・公正を保ち、迅速かつ安定的な取引を維持していくためには、

今後も公営企業として市場業務を実施していく必要性があります。

　毎年度、本計画の進捗管理に努め、地域漁業の動向や卸売市場を取り巻く環境変化などを

踏まえ、適宜、修正を図りながら経営戦略の事後検証を進めてまいります。また、計画は5

年経過後に必要に応じて見直しを図ります。
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,7
61

50
,4
98

ア
57
,3
86

58
,1
13

61
,4
80

56
,6
85

56
,2
63

55
,6
44

52
,2
20

53
,1
38

52
,0
35

52
,5
73

51
,7
65

52
,7
58

50
,4
95

イ
3

3
3

3
3

3
3

3
3

3
3

２
(D
)

21
4,
60
0

20
4,
90
4

22
2,
53
6

21
5,
58
0

22
7,
74
8

23
6,
91
7

23
3,
91
7

23
4,
41
7

23
8,
07
2

23
8,
62
5

23
7,
82
5

23
8,
82
5

23
6,
53
1

（
１
）

21
4,
60
0

20
4,
90
4

22
2,
53
6

21
5,
58
0

22
7,
74
8

23
6,
91
7

23
3,
91
7

23
4,
41
7

23
8,
07
2

23
8,
62
5

23
7,
82
5

23
8,
82
5

23
6,
53
1

ア イ
21
4,
60
0

20
4,
90
4

22
2,
53
6

21
5,
58
0

22
7,
74
8

23
6,
91
7

23
3,
91
7

23
4,
41
7

23
8,
07
2

23
8,
62
5

23
7,
82
5

23
8,
82
5

23
6,
53
1

（
２
）

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
ア イ

３
(E
)

67
5

30
0

2,
15
6

1,
94
1

1,
99
5

2,
05
5

2,
11
4

2,
53
1

2,
94
6

2,
93
0

2,
92
3

2,
91
5

2,
94
7

1
(F
)

6,
90
0

0
0

5,
82
3

5,
98
5

52
,3
64

6,
34
1

7,
59
3

8,
83
7

8,
79
0

13
,7
68

8,
74
5

8,
84
0

（
１
）

6,
90
0

0
0

46
,2
00

0
0

0
0

5,
00
0

0
0

（
２
）

1,
94
1

1,
99
5

2,
05
5

2,
11
4

2,
53
1

2,
94
6

2,
93
0

2,
92
3

2,
91
5

2,
94
7

（
３
）

（
４
）

（
５
）

（
６
）

（
７
）

3,
88
2

3,
99
0

4,
10
9

4,
22
7

5,
06
2

5,
89
1

5,
86
0

5,
84
5

5,
83
0

5,
89
3

２
(G
)

7,
38
2

55
4

2,
15
6

3,
88
2

3,
99
0

50
,3
09

4,
22
7

5,
06
2

5,
89
1

5,
86
0

10
,8
45

5,
83
0

5,
89
3

（
１
）

6,
90
0

0
0

46
,2
00

0
0

0
0

5,
00
0

0
0

（
２
）

(H
)

48
2

55
4

2,
15
6

3,
88
2

3,
99
0

4,
10
9

4,
22
7

5,
06
2

5,
89
1

5,
86
0

5,
84
5

5,
83
0

5,
89
3

（
３
）

（
４
）

（
５
）

３
(I)

△
 4
82

△
 5
54

△
 2
,1
56

1,
94
1

1,
99
5

2,
05
5

2,
11
4

2,
53
1

2,
94
6

2,
93
0

2,
92
3

2,
91
5

2,
94
7

(J)
19
3

△
 2
54

0
3,
88
2

3,
99
0

4,
10
9

4,
22
7

5,
06
2

5,
89
1

5,
86
0

5,
84
5

5,
83
0

5,
89
3

1
(K
)

積
立

金

(A
)-
(D
)

他
会

計
へ

の
繰

出
金

そ
の

他
収
支
差
引

(F
)-
(G
)

収
支

再
差

引
(E
)+
(I)

国
（

都
道

府
県

）
補

助
金

工
事

負
担

金
そ

の
他

職
員

給
与

費
う

ち
退

職
手

当

資 　 本 　 的 　 収 　 支

資 本 的 収 入

資
本

的
収

入
地

方
債

う
ち

資
本

費
平

準
化

債
他

会
計

補
助

金
他

会
計

借
入

金
固

定
資

産
売

却
代

金

そ
の

他
営

業
外

費
用

支
払

利
息

う
ち
一
時
借
入
金
利
息

う
ち
資
本
費
平
準
化
債
分

そ
の

他

資 本 的 支 出

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

う
ち

職
員

給
与

費
地

方
債

償
還

金
う
ち
資
本
費
平
準
化
債
償
還
金

他
会

計
長

期
借

入
金

返
還

金

収
支
差
引

令
和
9年
度
令
和
10
年
度
令
和
11
年
度
令
和
12
年
度
令
和
13
年
度

収 　 益 　 的 　 収 　 支

収 益 的 収 入

総
収

益
営

業
収

益
料

金
収

入

本
年
度

(予
算
）

令
和
4年
度

令
和
5年
度

令
和
6年
度

令
和
7年
度

令
和
8年
度

受
託

工
事

収
益

そ
の

他
営

業
外

収
益

他
会

計
繰

入
金

そ
の

他

収 益 的 支 出

総
費

用
営

業
費

用
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様
式
第
2号
（
法
非
適
用
企
業
）

投
資
・
財
政
計
画

（
収
支
計
画
）

（
単
位
：
千
円
，
％
）

年
　
　
　
　
　
　
度

前
々
年
度

前
年
度

区
分

（
決
算
）
（
決
算
）

令
和
9年
度
令
和
10
年
度
令
和
11
年
度
令
和
12
年
度
令
和
13
年
度

本
年
度

(予
算
）

令
和
4年
度

令
和
5年
度

令
和
6年
度

令
和
7年
度

令
和
8年
度

(L
)

65
25
7

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
(M
)

(N
)

25
8

3
1

3,
88
3

3,
99
1

4,
11
0

4,
22
8

5,
06
3

5,
89
2

5,
86
1

5,
84
6

5,
83
1

5,
89
4

(O
)

(P
)

25
8

3
1

3,
88
3

3,
99
1

4,
11
0

4,
22
8

5,
06
3

5,
89
2

5,
86
1

5,
84
6

5,
83
1

5,
89
4

(Q
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(Q
)

(B
)-
(C
)

(A
)

(D
)+
(H
)

(S
)

15
7,
88
9

14
7,
09
1

16
3,
20
9

16
0,
83
3

17
3,
47
7

18
3,
32
5

18
3,
80
7

18
3,
80
7

18
8,
97
9

18
8,
97
9

18
8,
97
9

18
8,
97
9

18
8,
97
9

（
T) (U
)

(V
)

(W
)

(X
)

94
,0
00

94
,0
00

92
,3
87

89
,0
33

85
,5
52

12
5,
04
4

12
1,
56
3

11
7,
22
5

11
2,
03
1

10
6,
83
8

10
6,
64
4

10
1,
45
1

96
,1
64

○
他
会
計
繰
入
金

（
単
位
：
千
円
）

年
　
　
　
　
　
度

前
々
年
度

前
年
度

区
分

（
決
算
）
（
決
算
）

57
,3
86

58
,1
13

61
,4
80

56
,6
85

56
,2
63

55
,6
44

52
,2
20

53
,1
38

52
,0
35

52
,5
73

51
,7
65

52
,7
58

50
,4
95

57
,3
86

58
,1
13

61
,4
80

56
,6
85

56
,2
63

55
,6
44

52
,2
20

53
,1
38

52
,0
35

52
,5
73

51
,7
65

52
,7
58

50
,4
95

0
0

0
1,
94
1

1,
99
5

2,
05
5

2,
11
4

2,
53
1

2,
94
6

2,
93
0

2,
92
3

2,
91
5

2,
94
7

0
0

0
1,
94
1

1,
99
5

2,
05
5

2,
11
4

2,
53
1

2,
94
6

2,
93
0

2,
92
3

2,
91
5

2,
94
7

57
,3
86

58
,1
13

61
,4
80

58
,6
26

58
,2
58

57
,6
98

54
,3
34

55
,6
69

54
,9
81

55
,5
03

54
,6
88

55
,6
73

53
,4
42

う
ち

基
準

外
繰

入
金

資
本
的
収
支
分
う

ち
基

準
内

繰
入

金
う

ち
基

準
外

繰
入

金
合

計

令
和
10
年
度
令
和
11
年
度
令
和
12
年
度
令
和
13
年
度

収
益
的
収
支
分
う

ち
基

準
内

繰
入

金

令
和
4年
度

令
和
5年
度

令
和
6年
度

令
和
7年
度

令
和
8年
度

令
和
9年
度

健
全
化
法
施
行
令
第
17
条
に
よ
り
算
定
し
た

健
全
化
法
第
22
条
に
よ
り
算
定
し
た

(（
T）
/（
V）
×
10
0)

他
会

計
借

入
金

残
高

地
方

債
残

高

本
年
度

(予
算
）

営
業
収
益
－
受
託
工
事
収
益

(B
)-
(C
)

地
方
財
政

法
に

よ
る

((R
)/
(S
)×
10
0)

健
全
化
法
施
行
令
第
16
条
に
よ
り
算
定
し
た

健
全
化
法
施
行
規
則
第
６
条
に
規
定
す
る

99
%

99
%

99
%

地
方
財
政
法
施
行
令
第
16
条
第
１
項
に
よ
り
算
定
し
た

資
金

の
不

足
額
(R
)

10
0%

99
%

99
%

99
%

99
%

99
%

0%
0%

0%

収
益
的
収
支
比
率
（

×
10
0
）

10
0%

10
0%

0%
0%

0%
0%

0%
0%

）
0%

0%
0%

0%

99
%

99
%

実
質

収
支
黒

字
(N
)-
(O
)

赤
字

赤
字

比
率

（
×
10
0

前
年
度
か
ら
の
繰
越
金

前
年
度
繰
上
充
用
金

形
式

収
支

(J)
-(
K)
+(
L)
-(
M
)

翌
年

度
へ

繰
り

越
す

べ
き

財
源
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